
重要事項説明書 

 

１ 事業所の概要 

 

事業所名 社会福祉法人 横浜大陽会 居宅介護支援センター 白朋苑 

所在地 〒232-0061 横浜市南区大岡５丁目１４番２１号 

事業者指定番号 神奈川県 １４７０５０００５７号 

管理者・連絡先 松永 純子   ℡０４５－７４２－０８６５ 

サービス提供地域 横浜市南区、港南区、磯子区、西区、中区、神奈川区、保土ヶ谷区、金沢区 

 

 

２ 事業所の職員体制 

 

職 種 従事するサービス種類、業務 人  員 

管理者 業務の一元的管理 １名 

介護支援専門員 ケアマネジメント業務 
５名（常勤 ３名、 常勤兼務 １名 

非常勤専従 １名、非常勤兼務 ０名）     

事務員 介護給付費等の請求業務他   1 名（非常勤専従） 

 

 

３ 営業日及び業務時間 

（１） 営業日   月曜日から土曜日・祝日 

     休業日   日曜日・１２月２９日から１月３日 

（２） 業務時間  午前９時から午後５時４５分   

 

４ 利用者負担金 

（１） 居宅介護支援の内容、利用料及びその他の費用について 

居宅介護支援の内容 
介護保険 

適用有無 

利用料 

（月額） 

利用者負担額 

（介護保険適用の場合） 

① 居宅サービス計画の作成 左の ①～⑦ の 

内容は、居宅介

護支援の一連業

務として、介護

保険の対象とな

るものです。 

次表の 

とおり 

介護保険適用となる場

合には、利用料を支払う

必要がありません。 

（全額介護保険により 

負担されます。） 

② 居宅サービス事業者との連絡調整 

③ サービス実施状況把握、評価 

④ 利用者状況の把握 

⑤ 給付管理 

⑥ 要介護認定申請に対する協力、援助 

⑦ 相談業務 



区分・要介護度 基本単位 利用料 

（Ⅰ） 
介護支援専門員１人当りの利用者の数

が５０人未満の場合 

要介護１・２  1,086 12,076 円 

要介護３・４・５  1,411 15,690 円 

（Ⅱ） 

介護支援専門員１人当りの利用者の数

が５０人以上の場合において、５０人

以上６０人未満の部分 

要介護１・２  527  5,860 円 

要介護３・４・５    683  7,594 円 

（Ⅲ） 

介護支援専門員１人当りの利用者の数

が５０人以上の場合において、６０人

以上の部分 

要介護１・２    316  3,513 円 

要介護３・４・５    410  4,559 円 

※ケアプランデータ連携システムを活用し、かつ事務職員の配置を行っています。 

 

（２） 利用料及び居宅介護支援費 [減算] 

特定事業所集中減算 

正当な理由なく特定の事業所に８０％以上集中

等 

（指定訪問介護・指定通所介護・指定地域密着型

通所介護・指定福祉用具貸与） 

１月につき２００単位減算 

 

運営基準減算 

適正な居宅介護支援が提供できていない場合 

運営基準減算が２月以上継続している場合算定

できない 

基本単位数の５０％に減算 

 

 

（３） 加算料金 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

     加算 基本単位 利用料 算定回数等 

 

要

介

護

度

に

よ

る

区

分

な

し 

初回加算 300 3,336 円 １月につき 

特定事業所加算（Ⅰ） 519 5,771 円  

 

１月につき 

特定事業所加算（Ⅱ） 421 4,681 円 

特定事業所加算（Ⅲ） 323 3,591 円 

特定事業所加算（A） 114 1,267 円 

特定事業所医療介護 

連携加算（Ⅳ） 
125 1,390 円 

入院時情報連携加算 

（Ⅰ） 
250 2,780 円 

利用者が病院又は診療所に入院した日のう

ちに、必要な情報提供を行った場合（１月に

つき） 

入院時情報連携加算 

（Ⅱ） 

200 2,224 円 
利用者が病院又は診療所に入院した日の翌

日又は翌々日に、必要な情報提供を行った場

合（１月につき） 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 450 5,004 円 
病院職員等から必要な情報の提供をカンフ

ァレンス以外の方法により１回受けた場合

（入院又は入所期間中１回を限度） 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 600 6,672 円 
病院職員等から必要な情報の提供をカンフ

ァレンスにより１回受けた場合 

（入院又は入所期間中１回を限度） 



 

 

退院・退所加算（Ⅱ）イ  600 6,672 円 
病院職員等から必要な情報の提供をカンフ

ァレンス以外の方法により２回以上受けた

場合（入院又は入所期間中１回を限度） 

 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

  

750 

 

8,340 円 

病院職員等から必要な情報の提供をカンフ

ァレンス以外の方法により 2 回受けた（内１

回はカンファレンスによる）場合 

（入院又は入所期間中１回を限度） 

 

退院・退所加算（Ⅲ） 

  

900 

 

10,008 円 

病院職員等から必要な情報の提供をカンフ

ァレンス以外の方法により 3 回以上受けた

（内１回はカンファレンスによる）場合 

（入院又は入所期間中１回を限度） 

緊急時等居宅カンファレ

ンス加算 
 200 2,224 円 １月につき（２回を限度） 

 ターミナルケアマネジメ

ント加算 
 400 4,448 円 １月につき 

 通院時情報連携加算    50  556 円 １月につき 

 
看取り期におけるサービ

ス利用前の相談・調整等 

居宅介護支援費を 

 算定可  ※（１）参照 

利用者の退院時等にケアマネジメント業務

を行ったものの利用者のご逝去によりサー

ビス利用に至らなかった場合 

介護職員等処遇改善加算 所定単価数の 2.1％ 介護職員等の処遇改善を目的としている 

※地域区分別の単価（２級地 11.12 円）を含んでいます。 

 

 

５ その他の費用について 

  交通費 
介護支援専門員が通常のサービス提供地域をこえる地域に訪問・出張する必要がある

場合には、その交通費（実費）の支払いが必要となります。 

 

 

６ 利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安 

利用者の要介護認定有効期間中、少なくとも月に１回 

※ここに記載する訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や居宅介護支援業務の遂行に不可欠と

認められる場合で利用者の承認を得た場合には、介護支援専門員は利用者の居宅を訪問することがあり

ます。 

※テレビ電話装置等を活用したモニタリングの実施については、ご希望に応じて対応させていただきます。 

 

 

７ 当事業所のサービスの方針等 

（１） 居宅サービス計画の作成にあたっては、利用者の意思を尊重して、心身の状況、その置かれ 

   ている環境等に応じて、利用者が自立した日常生活を営むことができることを目標とします。 

   また、計画の作成にあたっては、原則として相談を受け付けてから７日以内に利用者宅を訪問 

又は面接の上、状況調査を行います。 



（２） 課題分析の方法には居宅サービス計画ガイドライン方式を使用し、厚生労働省の標準課題項目に

準じて最低月１回は利用者の居宅を訪問し、適切な期間に計画の実施状況の把握を行います。 

（３） 適正な保健医療サービス及び福祉サービスが、複数のサービス事業所から、総合的かつ効率的に 

提供されるように、常に利用者の立場に立ち提供されるサービスが特定の種類または特定の業者に

偏ることのないように、公正中立にサービス業者との連絡調整を行います。 

    利用者は、介護支援専門員に対して複数の事業所の紹介を求めることや、ケアプランに位置付け

たサービス事業所の選定理由の説明を求めることができます。 

      ≪ 別紙参照≫ 

① 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉

用具貸与の各サービスの利用割合   

② 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉

用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合   

（４） 事業の実施にあたっては、関係行政機関、地域の保健・医療・福祉サービス、ボランティア団体 

等との綿密な連携を図り、総合的なサービス提供に努め、要介護状態の軽減もしくは悪化の防止ま 

   た要介護状態になることの予防に資するように十分配慮します。 

（５） 当事業所は、特定事業所加算（Ⅱ）を取得し、質の高いケアマネジメントの実施に努めておりま

す。 

    ① 主任介護支援専門員（１名以上）、常勤専従の介護支援専門員（３名以上）を配置しています。 

    ② ２４時間連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて携帯電話でご相談に対応しています。 

携帯電話番号 ０９０－２５６９－００１０ 

    ③ 介護支援専門員の資質向上のため、個別の年間研修計画に基づき、研修の機会を確保してい

ます。 

    ④ 質の高いサービスが提供できるよう、業務過多にならないため、介護支援専門員１人当たり

の利用者数を 50 名未満とさせていただいております。 

    ⑤ 介護支援専門員実務研修における実習の受け入れを、毎年行っています。 

（６） 当事業では現在、サービスの質の向上に関する取り組みとして、第三者評価の受審実績はありま

せん。第三者評価の受審に代わり、年に１回、全利用者を対象とした「サービス満足度アンケート

（自己評価）」を実施し、サービスの向上に努めています。将来的には、第三者評価の受審も検討

しています。 

 

８ 相談窓口、苦情対応 

サービスに関する相談や苦情については、次の窓口にご連絡願います。 

 

当社お客様相談コーナー 

電話番号     ０４５－７４２－０８６５ 

FAX 番号     ０４５－３１５－５００５ 

担当者（責任者） 松永 純子 

対応時間     月曜日～土曜日 ９：００～１７：４５ 

  



横浜市南区役所 

高齢・障害支援課 

所在地      横浜市南区浦舟町２－３３   

電話番号     ０４５－３４１－１１３８ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

 横浜市港南区役所 

高齢・障害支援課 

所在地      横浜市港南区港南４－２－１０ 

電話番号     ０４５－８４７－８４９５ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

横浜市磯子区役所 

高齢・障害支援課 

所在地      横浜市磯子区磯子３－５－１   

電話番号     ０４５－７５０－２４９４ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

横浜市西区役所 

高齢・障害支援課 

所在地      横浜市西区中央１－５－１０  

電話番号     ０４５－３２０－８４９１ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

横浜市中区役所 

 高齢・障害支援課 

所在地      横浜市中区日本大通３５  

電話番号     ０４５－２２４－８１６３ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

横浜市神奈川区役所 

高齢・障害支援課 

所在地      横浜市神奈川区広台太田町３－８  

電話番号     ０４５－４１１－７０１９ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

横浜市保土ヶ谷区役所 

高齢・障害支援課 

所在地      横浜市保土ヶ谷区川辺町２－９  

電話番号     ０４５－３３４－６３９４ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

横浜市金沢区役所 

高齢・障害支援課 

所在地      横浜市金沢区泥亀２－９―１  

電話番号     ０４５－７８８－７８６８ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：４５～１７：００ 

横浜市 はまふくコール 

(横浜市苦情相談 

コールセンター) 

所在地      横浜市中区本町６丁目５０番地の１０ 

電話番号     ０４５－２６３－８０８４ 

FAX 番号     ０４５－５５０－３６１５ 

対応時間     月曜日～金曜日 ９：００～１７：００間 

神奈川県国民健康保険 

 団体連合会（国保連） 

所在地      横浜市西区楠木町２７－１   

電話番号     ０４５－３２９－３４４７ 

対応時間     月曜日～金曜日 ８：３０～１７：１５ 

 

 

９ 緊急時の対応方法 

  事業者はサービス事業者から緊急の連絡があった場合には、予め確認している連絡先及び医療機関に

連絡を行い指示に従います。 

 

１０ 主治の医師および医療機関等との連絡 



  事業者は利用者の主治の医師および関係医療機関との間において、利用者の疾患に関する情報につい

て必要に応じ連絡をとらせていただきます。そのことで利用者の疾患に対する対応を円滑に行うことを

目的とします。この目的を果たすために、以下の対応をお願いいたします。 

  ① 利用者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機関に伝わるよう、入院時に持

参する医療保険証またはお薬手帳等に、当事業所名および担当の介護支援専門員がわかるよう、名

刺を張り付ける等の対応をお願いいたします。 

  ② また、入院時には、ご本人またはご家族から、当事業所名および担当介護支援専門員の名称を伝

えていただきますようお願いいたします。 

 

 

１１ 事故発生時の対応 

（１） 事業所は、利用者に事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うと

ともに、必要な措置を講じます。 

（２） 事故に際してとった処置について記録します。 

（３） 利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

 

１２ 虐待防止に関する事項 

 

（１）事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講じます。 

 

 ① 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業員に周知徹底を図ります。 

② 虐待防止のための指針の整備 

③ 虐待を防止するための定期的な研修の実施（年１回以上） 

④ 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

虐待防止担当者名 佐藤 慶子 

（２）事業所は、サービス提供中に、当該事業所又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

 

１3 衛生管理等 

 

（１）事業所は、事業所において感染症が発生し、又まん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じ

ます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話措置等

を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上に開催するとともに、その結果につ

いて、介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 



③ 事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を

定期的に実施します。 

 

14 身体的拘束等の原則禁止 

(１) 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録します。 

 

 

１5 その他運営についての留意事項 

（１） 事業所は、従業者の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、又、業務体

制を整備します。 

   ① 採用時研修 採用後６ヶ月以内 

   ② 継続研修  随時 

（２） 従業者は業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持します。 

（３） 従業者であった者に業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、従業者でなく

なった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容としています。 

 

 

１6 運営法人の概要 

 

名称・法人種別 社会福祉法人 横浜大陽会 

代表者名 理事長  島村 和子 

本社所在地・電話 横浜市南区大岡五丁目１３番１５号    ℡０４５－７４２－０６２５ 

業務の概要 （１）第１種社会福祉事業 

特別養護老人ホームの経営 

（２）第２種社会福祉事業 

（イ）老人デイサービス事業の経営 

（ロ）老人短期入所事業の経営 

（ハ）老人介護支援センターの経営 

（ニ）小規模多機能型居宅介護事業の経営 

（ホ）老人居宅介護等事業の経営 

（へ）障害福祉サービス事業の経営 

（ト）生活困窮者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品 

若しくはこれに要する金銭を与え、又は生活に関する相談に応 

ずる事業 

  （チ）特定相談支援事業の経営 



（３）公益事業 

  （イ）居宅介護支援事業 

  （ロ）地域包括支援センター 

  （ハ）地域ケアプラザにおける地域活動・交流の事業 

  （ニ）サービス付き高齢者住宅の経営 

  （ホ）栄養ケアステーションの経営 

事業所数 ５施設 

併設サービス 訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護・

夜間対応型訪問介護 

 

 

 

【説明確認欄】 

 

  令和    年    月    日 

 

居宅介護支援契約の締結にあたり、上記により重要事項の説明をしました。 

 

事業者     社会福祉法人 横浜大陽会 

事業者名  居宅介護支援センター 白朋苑   

 

説明者                 印  

 

居宅介護支援契約の締結にあたり、上記のとおり説明を受け、同意し、交付を受けました。 

 

利用者     氏 名                 印  

 

代理人又は立会人   氏 名                 印  

（ 利用者との関係 ：                ）



 


